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海外における中波放送の動きについて
①
※「諸外国におけるラジオ放送の動向（2019年5月三菱総合研究所）」より

 ヨーロッパ各国
 フランス：2015年12月31日停波。FM放送が中心。DABに移行。

 ドイツ：同上

 イギリス：BBC、民放共に徐々に停波しているが、未だ残っている

 北米
 アメリカ：多くの民放が買収・統合等経営環境の変化に遭遇しつつも、中波放送
は健在。

 カナダ：同上

 オセアニア
 オーストラリア：中波放送は現時点では健在。



海外における中波放送の動きについて
②
 隣国韓国

 MBC（公共放送）：2022年11月8日、ソウルにてAM放送半年間休止後廃止

残るは浦項（ポハン）、全州（チョンジュ）の2局

 SBS（民放）：同日AM放送休止

 CBS（宗教局）：残るはソウル、釜山（プサン）の2局

 KBS（公共放送）：現時点では継続しているが、国外向けを除いて廃止さ
れる見通し（時期未定）



日本における中波放送の動きについて
 NHK：「経営計画2021-2023」中で「音声波は２波（ＡＭ・ＦＭ）への
整理・削減に向けて検討」具体的には「2025年度に現在の３波（Ｒ
１・Ｒ２・ＦＭ） から２波（ＡＭ、ＦＭ）へ整理・削減」

 民放：2019年3月民放連要望が発端：民放AMラジオ47局のうち44局が
2028年秋までにFM局となる

 TBSラジオ、ニッポン放送、文化放送の在京3社「早ければ、2028年秋
の再免許時でのAM停波実現を目指す」

※例外：HBCラジオ、STVラジオ、秋田放送の3局

 総務省：世帯カバー率はFMのみで放送を行って
いるラジオ局と同様の、約90%を満たすように求
めている。



AM廃止→FM化の要因
 AMを運営する放送局では、ピーク時の1991年度に2040億円あった営業収入
が2017年度には約6割減の797億円に減少。FMもピーク時の2000年から35％
減少（※民放連調査）

 元TBSラジオ社長入江清彦氏談
 ＡＭの長い歴史とともに老朽化による更新時期が迫っている。高さ100ｍ
を超える巨大アンテナは同じ敷地内では放送を続けながらの建て替えは不
可能であり、かといって新たな敷地の調達は近隣住民への了承も含め日本
の多くのエリアで困難である。となれば、ＡＭ放送は現在のアンテナの寿
命とともに尽きることになる。

 現在全ての民放ＡＭ局は都市難聴、外国波混信、災害対策などでＦＭ補完
放送をサイマルで実施しているが、この結果、収入は変わらずコストはダ
ブルとなり、これがＡＭ局の経営を大きく圧迫し続けている。

 果たして、将来に向けた我々ＡＭ社の選択はＡＭに比べ設備更新も容易で
安価なＦＭへの一本化しか無かった。



ＮＨＫラジオ一波化後のチャンネルプ
ラン
 未だチャンネルプランは明確でなく、現在策定中と
思われる。

 2023年秋の免許更新申請時に概ね明確になるだろう。

 一波化後にどのチャンネルがクリアになるかは見通
せない：単純にR2が廃止されR1が残るとは限らない

 それは札幌（747）、秋田（774）、東京（693）、
熊本（873）500kW、また大阪（828）300kWの大出力
のR2についてはこちらを残す可能性もあるため

（元関係者談）



アメリカ・カナダでの動き～識者の見解①
Scott Fybush氏（アメリカ）：放送コンサルタント。元WBZ勤務

 法的な規制はないため、AM放送を継続するかどうかは各局の判断に委
ねられている。各局はコストやリスナーがFMに動いたり、地上波から
離れてしまうことにより、AM局の価値が下がることを考慮して最終決
定する。

 FM移行局はFM単独での放送は許されないので、AMのライセンスも残さ
ねばならない。

 AMバンドは他のバンドに比べ価値が低く、オークションにも掛からな
い。緩やかに廃れていく運命にある。

 デジタル放送は廃れ行くAM放送に最後の息吹を与えるかもしれない。



アメリカ・カナダでの動き～識者の見解②
Jon Pearkins氏（カナダ）：元放送局勤務。IRCA DX Monitor“Canadian Radio 
News”エディター

 鉄筋コンクリート造の建物はAMの電波が通らないので、これがCRTC（日本の総
務省に該当）がFMリピーター及びFMへの転換を受け入れさせる要因となった。

 CBCは繰り返しCBUをFMに移行しようとしたが、CRTCは受け入れなかった。これ
はFMリピーターではサービスを提供出来なくなる地域のため。

 同じくCBCは1990年代初頭にAM送信機をゼロにするFM化計画を決定したが、
CRTCはオンタリオ州の西、ニューファンドランド近辺はAM送信機を残すように
指示した。FMでは50kWAM局でカバーするエリアを維持出来ないからです。

 米国とは異なり、CRTC 規制により、ほとんどの AM 局は FM に切り替えると
AM ライセンスを放棄せざるを得なくなる。



その他のアメリカにおける気になる動
き

 米国でカーラジオを撤去の動き

 既にアウディ、BMW、ポルシェ、
テスラ、ボルボのEVはAMラジオ
無しで販売：EVが発生する電磁
干渉によるオーディオ品質劣化
を理由とする

 しかし米国系メーカー（フォー
ド、GM、ステランティス）はEV
にも引き続き搭載：2021年の調
査では89%がラジオは新車に搭載
すべきと回答

BMW iX



その他のアメリカにおける気になる動き

 聴取デバイスの変化

 2014年：AM/FM受信機使用者
が49％に対しスマートフォン
は18％

 2021年：同33％に対し32％で
ほぼ同数。追い越すのは時間
の問題

（米国ラジオ業界動向2022に
よる）



その他のアメリカにおける気になる動き

Oregon州Medford、1440/KMEDはなんと本日AM放送を休止！



結論（仮説）
 アメリカ、カナダ、オーストラリア等国土の広い国のMW-DXは、2028年
以降2033年くらいに掛けてチャンスが到来する
 この地域の中波局は、この期間は無くならないだろう

 NHK、民放、韓国局中波局の激減によるクリアチャンネルの増大

 逆に10年後は海外中波DXの趣味はほぼ消滅する
 AM放送維持コストに民放局が耐えきれず

 メディア間競争にも敗れ、ラジオ局はポッドキャストに移行し、AMバンド
は過疎状態となる。

 次のピークがラストチャンスになるだろう。なのでそれまでの10年間
を大いに楽しもう！
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